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重要事項説明書 

 

この契約の趣旨について 

●｢要支援１｣｢要支援２｣の認定を受けた方または、「介護予防・生活支援サービス事業対象者」となった方は、

｢介護予防サービス｣「介護予防・生活支援サービス」をご利用いただくことになります。 

●｢介護予防サービス｣「介護予防・生活支援サービス」の利用にあたっては、｢介護予防サービス・支援計画

書」の作成等を行う必要がありますが、これらの業務は「地域包括支援センター（または地域包括支援センタ

ーが委託した居宅介護支援事業所）」があなたと契約を締結して作成することになっています。 

１．事業所の概要 

運営主体の法人名（事業者名） 
（フリガナ）シャカイフクシホウジン  ガクヨウカイ  

社会福祉法人  岳陽会 

法人の種類              社会福祉法人 

運営主体の所在地           富士市五味島２７７－１ 

代表電話番号・FAX番号 TEL ０５４５－６６－３３３３ FAX ０５４５－６５－３３３４ 

ホームページアドレス ある・なし http://www.gakuyoukai.or.jp 

運営主体の開設年月 （西暦） １９８５年  １１月 

運営主体の代表者氏名  遠藤 聡 

（フリガナ） 

事業所名 

 フジシフジホクブチイキホウカツシエンセンター 

 富士市富士北部地域包括支援センター 

管理者の役職・氏名  センター長  佐伯 幸太郎 

事業所の所在地  富士市 本市場新田２４－５  

交通の方法  富士急行バス停 富士高校前下車すぐ  身延線竪堀駅下車徒歩１５分 

代表電話番号・FAX番号 TEL ０５４５－６６－０１１５  FAX ０５４５－６６－５１５５ 

介護保険の指定番号 ２２０２３０００９７ 

指定年月日 （西暦）２０１２年 ４月 １日 

指定更新年月日 （西暦）２０１８年 ４月 １日 

運営の方針と事業所の特色など 

 

可能な限りその居宅において、（能力に応じた）自立した生活を営むことが

できるよう、適切な介護予防サービス及び支援計画書を作成し、介護予防

サービス等の提供が確保されるよう、サービス事業者等との連絡調整を

行います。 



２．職員の体制に関する事項 

所属する担当職員

の人数・構成 

保健師の人数 
常勤 非常勤 常勤換算 

１人以上 ０人 １人以上 

主任介護支援専門員の人数 

常勤 非常勤 常勤換算 

１人以上 ０人 １人以上 

社会福祉士の人数 

常勤 非常勤 常勤換算 

１人以上 ０人 １人以上 

その他の職員の人数 

常勤 非常勤 常勤換算 

 １人以上 ０人 １人以上 

３．サービスの内容等に関する事項 

窓口対応時間 

月曜日～金曜日 

（土・日・祝日・１２/２９～１/３を除く） 

８：３０～１７：３０ 

サービス 

提供地域 

岩松・岩松北 

富士北・富士駅北 

緊急時の対応  上記時間外の緊急の相談等については、携帯電話への転送等により対応します。 

苦情・相談対応窓口の 

名称・連絡先・対応時間 

事業所又は法人に設置さ

れた苦情・相談対応窓口 

担当者  佐伯 幸太郎 

連絡先電話番号（ ０５４５－６６－０１１５ ） 

対応時間   （ ８ ： ３０ ～ １７ ： ３０ ） 

         （土・日・祝日・１２／２９～１／３を除く） 

市の苦情・相談対応窓口 

(介護保険制度全般に関する 

こと) 

名所 富士市 介護保険課 

連絡先電話番号（ ０５４５-５５-２７６７ ） 

対応時間   （ ８ ： ３０ ～ １７ ： １５ ） 
         （土・日・祝日・１２／２９～１／３を除く） 

市の苦情・相談対応窓口 

（事業者指導に関すること） 

名所 富士市 福祉総務課 福祉指導室 

連絡先電話番号（ ０５４５－５５－２８６３ ） 

対応時間   （ ８ ： ３０ ～ １７ ： １５ ） 
（土・日・祝日・１２／２９～１／３を除く） 

市の苦情・相談対応窓口

(介護予防ケアマネジメントに

ついて) 

名称 富士市 高齢者支援課 

連絡先電話番号（ ０５４５－５５－２９５１ ） 

対応時間   （ ８ ： ３０ ～ １７ ： １５ ） 
（土・日・祝日・１２／２９～１／３を除く） 

国保連苦情・相談対応窓口

（介護サービス苦情相談窓口） 

名称 静岡県国民健康保険団体連合会 

連絡先電話番号（０５４-２５３-５５９０） 

対応時間   （ ９ ： ００ ～ １７ ： ００ ） 
（土・日・祝日・１２／２９～１／３を除く） 

※介護保険サービスの指定を併せて受けている事業所

に対する苦情のみとなります。 



事故発生時の対応 

担当職員は、利用者に対する指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供により

事故が発生した場合には速やかに市、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を

講じ、管理者に報告します。 

秘密の保持 

担当職員は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。なお、サービス担当

者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個

人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ個人情報開示同意書により得ます。 

利用料 
基本的に利用者負担はありませんが、保険料の滞納等により利用者負担が発生する場合も

あります。 

介護予防サービス事業所

の選択について 

担当職員は、利用者の意思に基づいた契約とするため、利用者やその家族に対してケアプラ

ンに位置付ける介護予防サービス事業所について、複数の事業所の紹介をすることや、その

事業所をケアプランに位置付けた理由を説明します。 

医療機関との連携につい

て 

入院時における医療機関との連携のために、入院時に担当職員の氏名等を入院先医療機関

に提供をしてください。 

状況の把握 

●介護予防支援業務、介護予防ケアマネジメントプランＡ 

担当職員は、３か月に 1 回は利用者宅を訪問して利用者に面接し、状況の把握をします。利

用者宅を訪問しない月においては、サービス事業所を訪問する等の方法で利用者に面接す

るよう努めるとともに、面接が出来ない場合には電話等により利用者との連絡をし状況の把

握をします。 

●介護予防ケアマネジメントプランＢ、介護予防ケアマネジメントプランＣ 

担当職員は、必要に応じて利用者宅の訪問・電話、または、サービス事業所を訪問する等の

方法で状況の把握をします。 

虐待防止について 
利用者の人権擁護等、虐待防止等の観点から、必要な職員研修を実施するとともに、関係機

関等との連携を図ります。    担当者  佐伯 幸太郎 

感染症対策について 事業所において感染の発生防止、または、まん延しないように必要な措置を講じます。 

業務継続計画について 感染症や自然災害が発生した場合も業務継続に向け、必要な措置を講じます。 

身体的拘束等について 

利用者又はほかの利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。身体拘束等を行う場合は、

身体拘束を行った日時、理由及び対応等についての記録を行います。 

ハラスメント行為防止に

ついて 

適切な指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供を確保する観点から、ハラス

メント行為への対策を講じます。 

指定介護予防支援及び介

護予防ケアマネジメント

の委託の有無 

（ あり ・ なし ） 
委託先の居宅介護支援

事業者 
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個 人 情 報 開 示 同 意 書 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント用） 

 

 

   私（利用者及びその家族）の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用することに 

同意します。                             

記 

 

１  使用する目的                                                          

    利用者のための介護予防サービス・支援計画書の作成（変更）及びこれに沿った円滑なサービス提供のために実施され

るサービス担当者会議、介護支援専門員や事業者及び関係機関との連絡調整等において必要な場合 

 

２  使用する事業者の範囲                                                                 

  介護（予防）サービス事業者及び介護保険外サービス事業者の担当者、及び主治医や医療機関の担当者、並びに介護

予防支援及び介護予防ケアマネジメントに協力が必要な地域の行政機関や民生委員などの関係機関（団体）の担当者（利

用者の介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに協力が必要な関係者に限る） 

 

３  使用する期間 

   令和      年   月   日から契約終了日まで 

 

４  条 件                                                                     

  (1)  個人情報の提供は必要最小限とし、提供にあたっては関係者以外の者に漏れることのないように 細心の注意を払う

こと。 

  (2)  緊急を要すると判断した場合は、必要最低限の個人情報を上記以外の者に提供することもある。その場合は、相手方

に対して、関係者以外の者に漏れることのないよう厳重に注意を促すとともに、速やかに利用者に対して報告すること。 

(3) 個人情報を使用した会議、相手方、内容等の経過を記録しておくこと。 

(4) テレビ電話装置等の活用によるサービス担当者会議の開催等を含むものとする。 

 

同意については、別紙 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る契約及び同意書による。 

 

 

以下余白 

 

 


